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アプリケーション委員会の活動

　

　　　　　　　　　　　地方公共団体で共通利用可能な公共ネットワークを活用した防災、医療・健康・福祉、 教育等の

分野における公共アプリケーションの整備を推進するため、公共アプリケーションの標準仕様策定に

向けた検討を行う。

　　　　　　　　　　
（１）アプリケーション機能の標準化検討

　　　アプリケーションの利用実態の調査に基づき、高度化、普及・活用に必要なアプリケーションの要件を明確に

する。

（２）データの標準化検討

　　　アプリケーションで利用するデータ、コンテンツの利害関係者間の相互連携、及びデータ共有等を検討し、標

準化案を作成する。

（３）ネットワーク活用方法の検討

　　　異なるポリシーで設計されたネットワークを接続するにあたって要件との問題点を明確にし、シームレスネット

ワーク実現の検討、及びセキュリティ確保についての検討を実施する。

２．防災、医療・健康・福祉、教育アプリケーションの検討内容

１．活動方針
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アプリケーション委員会の活動体制

　　 　　　　　　委員長

独立行政法人メディア教育開発センター 理事長
（東京工業大学　名誉教授）

　　　 　　　 　清水 康敬

副委員長
市川市

副委員長
西宮市

副委員長
NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

事務局

（財）全国地域情報化推進協会

　　　　　　　アドバイザ
＜防災＞
東京大学　　　　　目黒 公郎 教授

＜医療･健康･福祉＞
岩手医科大学　　澤井 高志 教授
大田原赤十字病院　水沼医師
琉球大学 吉見教授

防災防災ＷＧＷＧ 教育教育ＷＧＷＧ

主査
西日本電信電話㈱

　　　　　　　副主査

京都府、長野県、兵庫県

三条市、市川市、横須賀市､
松下電器産業㈱

構成員

主査
東日本電信電話㈱

　　　　　　　副主査
京都府、長野県、和歌山県､
市川市､三鷹市

構成員

医療・健康・福祉医療・健康・福祉ＷＧＷＧ

主査
山本隆一　東京大学助教授

　　　　　　　
　　　　　　　副主査
秋田県、京都府、長野県､
和歌山県、市川市､三鷹市、
中野区､㈱日立製作所、
㈱NTTデータ、富士通㈱

構成員

オブザーバ
総務省、内閣府、国土交通省、

消防庁、気象庁

オブザーバ
総務省、厚生労働省

オブザーバ
総務省、文部科学省

委員会構成員：１６３団体
（2007.3.13時点）



パート１　防災アプリケーションの検討
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【H18年度活動】

①　防災情報の共有に向けた検討
・データの対象、項目、形式の検討
・災害情報共有データベースの要件の検討

②　防災アプリケーションの動向調査検討
・自治体ニーズを踏まえたアプリケーションの検討
・簡易入力の仕組み（災害情報データ簡易入力、簡易被害報告ツール等）の検討
・自治体クラスタ（類型）別の防災アプリケーションの導入手順

③　ネットワーク環境及びセキュリティ方式の検討
・防災情報を異なる団体間で共有するためのネットワーク環境の検討
・必要となるセキュリティ方式の検討

④　自治体規模・地域特性による防災業務の類型化

⑤　①～④の検討に必要な自治体アンケート、ヒヤリングの実施

防災WGの活動方針

■平成１７年度の検討で明らかとなった課題を踏まえ、継続検討（①、②）及び新たな検討（③、④）および

　自治体アンケート・ヒアリング（⑤）を行う。

■ワーキング構成メンバーのより活発な活動を促すため４つのサブワーキングを構成する。

■防災アプリケーション基本提案書（Ｖ２．０）をまとめる

データ連携・

標準化ＳＷＧ

防災アプリ

ケーションＳＷＧ

ネットワーク・セ

キュリティＳＷＧ

自治体アンケート

ＳＷＧ
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防災ワーキングの検討対象（組織関連図）

国
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府
県

市
町
村

住
民
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国土
交通省

気象庁

厚生
労働省

総務省
（消防庁）

消防
防災課

河川課 道路課

港湾課砂防課

データ項目/データ構造

（防災情報共有プラットフォーム）

データ項目/データ構造

（地域情報プラットフォーム）

組織間連携 アプリケーション/データ連携

学校・避難所 自主防災組織

データ項目/データ構造

（地域情報プラットフォーム
減災情報共有プラットフォーム）
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・・・
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防災AP SWG

自治体ｱﾝｹｰﾄSWG（課題抽出/整理）
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総合防災
情報ＤＢ

【都道府県Ｂ】

【都道府県Ｃ】

【国】

河川情報
ＤＢ

【市町村Ｂ１】 【市町村Ｂ２】

【災害現場】
市職員住　民

●応急対応情報
（活動指示等）

●応急対応情報
（応急対策状況、　避難状況等）

【ﾗｲﾌﾗｲﾝ企業】

●被害情報

【市町村C１】

【観測・予報情報】
　・全国的に既に共有化されている
　・都道府県ごとに加工されてしまっている（課題）
【被害情報】
　・各県内においては既に共有化されている
　・情報の精度や項目がバラバラである（課題）
　・報告時刻がまちまちである（課題）
　・参照する組織層にあわせた集計データが必要（課題）
【応急対応情報】
　・情報が集まるか、共有可能か、共有すべきかが不明

気象情報
ＤＢ

●●情報
ＤＢ

災害対策本部

現場の状況把握
周辺の状況把握

●被害情報

●観測・予報情報
（気象予警報、
　雨量、水位、潮位等）

総合防災
情報ＤＢ

河川情報
ＤＢ

●被害情報

●観測・予報情報
（雨量、水位、潮位等）

・市職員が現場にて収集した被害情報より現場の状況を把握
・自県の総合防災情報ＤＢを参照し、周辺の状況を把握
・他県下の情報、ライフライン企業の情報等周辺の状況把握の
　ためには「共有のしくみ」が有効

共
有
の
し
く
み

が
有
効

●観測・予報情報
（気象予警報、雨量、水位、潮位等）

●被害情報

＜凡例＞
　　　　　既にシステムにより共有されている情報
　　　　　システムにより共有されていない情報

《想定シーン》 《情報の特性》

防災情報の共有／連携の必要性（データ連携標準化ＳＷＧ）

●被害情報
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以下の３つの観点で防災情報フローの整理を図り、次ページの共有/連携形態に反映していく。
○ハザード：風水害、地震
○実施主体：国、都道府県、市町村
○フェーズ・目的
　①災害発生を予見出来る風水害の被害から住民を守る
　②災害発生を予見出来ない地震の被害から住民を守る
　③災害被害発生後に、1人でも多くの住民を救う

ハザード 風水害 凡例
①オンラインシステム ⑤衛星電話 ⑨MCA無線 ○：情報提供者

フェーズ/目的 ②電話（固定電話） ⑥ラジオ・テレビ ⑩口頭 ●：情報受信者
③FAX ⑦防災無線（都道府県） ⑪その他

実施主体 市町村 ④携帯電話/メール ⑧防災無線（市町村）

大項目 中項目 情報項目 特性
住
民

自
治
会

消
防
団

水
防
団

被
災
現
場

避
難
所

庁
内
各
原
課

土
木
課

（
水
防
本
部

）

防
災
課

（
災
対
本
部

）

消
防
庁

国
土
交
通
省

気
象
庁

（
気
象
台

）

状況把握
気象予警報等の収
集・連絡

気象情報（気象台発表の大雨注意
報、警報等）

● ○ ○ ○

観測・監視情報の収
集・連絡

観測・監視情報（雨量情報） ○ ● ○ ○

観測・監視情報（河川水位情報） ○ ● ○ ○

観測・監視情報（潮位情報） ○ ● ○ ○

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

事
業
者

そ
の
他
関
連
機
関

国

都
道
府
県

民
間
気
象
会
社

災害発生を予見できる風水害の被害から住民を守る

被災市町村

近
隣
市
町
村

役割/業務 コミュニティ情報

①③、⑦

①

①

①

①

①

①

①

①

①、⑪

①、⑪

①、⑪

共有/連携すべき防災情報フローの整理（データ連携標準化ＳＷＧ）
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Server

Client（利用者） Client（利用者）

検索

取得 検索

取得

インデックスServer

Client（利用者） Client

検索

応答
インデックス登録

取得

①共有サーバ型 ②ハイブリッド型

　防災情報データを連携/共有する形態として、防災情報データを複数の団体で共有させるのか？、もしくは防災情報データ
を保有する団体へ見に行くのか？の２パターンが考えられる。
また、この２つの融合案として、特定の防災情報データは共有し、それ以外の防災情報データは、データを保有する団体か
ら取得する方法も考えられる。
　今後、防災情報の特性や現状の防災情報のフローを勘案し、どの連携/共有形態がしているかを議論し、共有形態の要件

を定義していく。

防災情報共有形態の検討（データ連携標準化ＳＷＧ）

防災情報
データ

防災情報
データ
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既設システム既設システム

防災情報収集配信システム

運用管理システム

収集系収集系 蓄積・加工蓄積・加工 配信系配信系

固定型固定型

移動型移動型

現場端末

収集系
プラットホーム

蓄積蓄積

既設システム既設システム

個人個人 ＰＣ

配信系
プラットホーム

広告板
エントランス

加工加工

気象ｓｙｓ

②固定型情報収集ＡＰ

③移動型情報収集ＡＰ

⑥職員連絡ＡＰ

県総合防災情報ｓｙｓ

河川情報ｓｙｓ

洪水予測ｓｙｓ

道路情報ｓｙｓ

土砂災害ｓｙｓ

防災情報収集配信ｓｙｓ

運用管理ｓｙｓ

自立型（センサー灯・街角見守り灯等）

災害対策活動支援ｓｙｓ

ＧＩＳｓｙｓ

保守管理ｓｙｓ

モバイル端末
連携ｓｙｓ
映像ｓｙｓ

被害予測ｓｙｓ

＜地域情報ＰＦ＞
＜防災情報共有ＰＦ＞
＜減災情報共有ＰＦ＞

＜その他（ＬＣＤＭ等）＞

①編集配信プラットフォームＡＰ

⑤防災対策情報共有ＡＰ

カーナビ

携帯電話

既設システム既設システム

防災行政無線ｓｙｓ

防災情報提供ｓｙｓ

職員参集ｓｙｓ

各
種
デ
｜
タ

デジタルテレビ

既設システム既設システム

公共機関公共機関
④安否確認ＡＰ

各
種
デ
｜
タ

国・都道府県国・都道府県

＊
緊
急
地
震
速
報
Ａ
Ｐ

　防災対策を講じる上で必要とされる防災アプリケーションの検討を進め、自治体が防災システムを導入する際の
手順書（導入ガイドライン）を策定していく。

防災ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの検討・導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定（防災アプリケーションSWG）
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　防災情報の共有/連携のためには、異なる団体で稼動する防災システムを防災ネットワークで
相互接続することが必要である。今後、異なる団体間の相互接続の要件を明らかにしていく。

 

防災システム 

都都道道府府県県  LLGGWWAANN 

A省 Ｂ県 
Ｃ市 

LGWANの活用 

都都道道府府県県域域  
ネネッットトワワーークク  

Ｄ市 Ｅ市 

市市町町村村  
防災システム 

Ｆ市 Ｇ市 

Ｈ市 

地域広域連携用NW整備 

広域連携 

防災無線の活用 

広域ＮＷ 

都道府県域NWの活用 

ネネッットトワワーークク相相互互接接続続   

ネネッットトワワーークク相相互互接接続続   

防災ネットワークの検討　（ネットワーク・セキュリティＳＷＧ）
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【ご参考】ＩＣＴを活用した防災情報共有に関するセミナーでの実証実験

「地域ＩＣＴ未来フェスタｉｎにいがた」においては、新潟県で大雨により水害が発生したと仮定し、各市町村の

被害状況や対策活動状況を防災アプリケーションを用いて共有することにより、災害発生時おける情報共

有システムの有用性を検証するしました。（主催：独立行政法人情報通信研究機構（NICT）　共催：APPLIC）

ICTを活用した防災情報共有に関するセミナー　防災アプリケーションデモ　説明資料　より引用

消防庁

新潟県

柏崎市 長岡市 三条市

市町村

中央防災会議

内閣府

見附市

被害報告

報告

報告
他都道府県

フィードバック

水害発生 水害発生

活動状況

情報収集

情報共有

朱鷺メッセ市

被害報告
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公共アプリケーションを活用した将来イメージ（防災例）

　
関係機関関係機関近隣市町村・消防近隣市町村・消防国国 都道府県都道府県 民間民間（ＮＰＯ等）（ＮＰＯ等）

情報収集・共有の強化

モバイル端末

災害映像

街頭での
情報提供

情報問合せへの
迅速な回答

的確な救済活動の実現

防災情報標準化

災害
画像

迅速な意思決定

迅速・的確な救済活動
現場との情報共有

行政間の
協力連携
の早期確立

正確な情報
の把握

迅速・的確な
救命・消火・
ﾚｽｷｭｰ活動

迅速な支援活動

住民サポートの向上

避難場所等の
救済情報の
迅速化　　 迅速・的確な救済活動

的確・迅速な
意思決定

災害現場、他地域への正確、
ﾀｲﾑﾘｰ、必要十分な情報の提供
安否情報、被災情報、救援情報　等

災害現場への正確、ﾀｲﾑﾘｰな
情報の提供と収集
被災情報、救援情報、安否情報　等

災害現場の正確、ﾀｲﾑﾘｰな
情報収集
被災情報、救済情報 等

地域情報プラットフォーム
データ構造の標準化 アプリケーション機能の標準化

公共
ネットワーク

連携 連携 連携 連携



パート２　教育アプリケーションの検討
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教育WGの活動方針

【H18年度活動】【H18年度活動】

■平成１７年度の検討で今後の検討テーマとした４テーマのうち「校務のＩＣＴ化」に焦点を当てた

　検討を行う。（主に自治体視点でのメリット・校務情報の共有化を重視した検討）

■他の研究機関との連携をとりながら、校務の情報化に関するアンケート・ヒアリングを行う。

　（主に教育委員会へのヒアリングを重視）

■成果のとりまとめについてより専門的に検討する必要性があることから２つのサブワーキングを

　設置する。

■教育アプリケーション基本提案書（Ｖ１．０）をまとめる

１．提案モデルの検討
　　・教育分野におけるＩＣＴ化推進の課題、方策の検討
　　・校務ＩＣＴ化の現状と改善策の検討
　　・校務ＩＣＴ化におけるデータ連携／共有モデル、および活用モデルの提言の検討

モデル検討

ＳＷＧ

２．実態調査の検討
　　・基本提案書に必要とされる情報の整理
　　・自治体に対するヒアリング内容の検討、実態
　　・文科省調査（アンケート等）と連携し、実態の傾向、課題、要件の取りまとめ

実態調査

ＳＷＧ
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子ども

地域

保護者

■自治会、ＰＴＡ等による教育活動支援
■児童生徒の見守りへの支援
■ＮＰＯ等各種団体の活動（スポーツ・文化活動、
地域の伝統芸能、食育、情報モラル、防犯対策、
防災教育・訓練、等）

■保護者有志、学校ボランティア等
による各種活動（スポーツ、自然体験、
科学実験、奉仕活動、読書活動、等）

■児童生徒の学びの場
■地域のスポーツ・文化交流拠点
■地域の防災拠点

小中学校

自治体による支え

自治体

　学校教育も含めた、地域における教育を支えるのは自治体であり、教育ワーキンググループでは、そ
の自治体をＩＣＴ活用の面から支援することを目指すことから、検討する「教育」の範囲を「地域の協力を
得て向上、推進できる教育」全体としていくこととする。また本活動では、ＩＣＴ活用において主体となる学
校・教育委員会だけでなく、自治体全体のＩＣＴ化を企画する情報政策部門へも提案を行う。

教育ＷＧの検討範囲
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今年度はモデル提言に向けて学校や教育委員会ではどのような情報が扱われているのか、それらの
情報はどのような組織、関係者の間で連携がなされているのか、どのようにして情報の蓄積、共有、提
供が行われているのか等について整理するとともに、学校や教育委員会でのＩＣＴ化に取り組んでいる
先進的な自治体の調査を行い、ＩＣＴ化により実現される効果を仮説として提示。

教育ＷＧ検討活動

①検討範囲の検討
②検討内容の選定
　（校務の情報化）
③検討方法の策定

(1) 検討計画の策定

①過去の調査報告書の参照
　（他の研究機関等が実施した成果等）
②校務情報を利用するプレイヤーおよび
　学校の業務分類、校務に関する帳票の整理
③問題点の抽出
④問題点の整理

(2)校務の現況調査、問題点抽出

校務情報化について先進的な
取り組みを行っている自治体
へのヒアリングを実施
　

　⇒３自治体を選定

(3) 先進自治体へのヒアリング (4) 仮説の提言

①業務改善に関する仮説

②情報化計画策定時の留意点

③ＩＣＴ化の目的から見た効果に関する仮説
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教育ＷＧ活動におけるヒアリング調査について

現状調査

調査先：校務の情報化に関する先進自治体の情報化担当　３箇所（倉敷市、松戸市、岡山市）

手法：ヒアリング

質問内容：以下３つの大項目についての現状、現状の問題点、希望・理想

目的：（社）日本教育工学振興会（JAPET）が実施する調査の範囲外となっている首長部局を

　　　　　含めた問題点の明確化、改善要件

今年度、教育ワーキングではヒアリング中心による調査を実施

1.組織・制度

　・対象組織：市長部局、教育委員会

　・対象制度：情報管理、人材育成、予算

2.ＩＣＴインフラ

　・対象組織：市長部局、教育委員会、（学校）

　・対象環境種別：ＮＷ構成、ＰＣ配備、メール（アドレス）、利用サービス

3.業務内容

　・対象者：市長部局、教育委員会、（学校）の職員

　・対象範囲：組織間の連携が発生する業務

（注）統計データ（校務の情報化に関するアンケート調査）については、今年度の文部科学省委託事業でＪＡＰＥＴが実施するアンケート
調査の結果を活用する予定。
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公共アプリケーションを活用した将来イメージ（教育例）

教育委員会教育委員会自治体自治体文部科学省文部科学省 学校学校

充実した学習環境 学校運営の効率化・情報公開の対応

教育コンテンツ
利用学校間交流

家庭・地域住民との連携

地域ボランティア
ＮＰＯ

学校・防犯情報 地域交流 ｅ-ｌｅａｒｎｉｎｇ

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム

公共ネットワーク公共ネットワーク

アプリケーション機能の標準化

行政事務の効率化・
迅速化

ネットワークの相互接続

学校事務の効率化教材コンテンツの共有

学校間連携

安心安全
地域住民への教育機会・場の提供

校内LANの整備

データの標準化

報告の効率化・
迅速化

教育現場との情報連携
の強化



パート３　　医療・健康・福祉アプリケーションの検討
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【H18年度活動方針】

医療・健康・福祉WGの活動方針

■平成１７年度の検討で洗い出した課題について解決に向けた検討を行う。

■各課題／テーマに対してより専門的に検討を進めるため、３つのプロジェクトチームを設置し活動する。

■各チームの検討を的確かつ効果的なものにするため、ワーキング主査に専門家（東京大学大学院　
山本助教授）をアサインする。

■今年度の検討成果として医療・健康・福祉アプリケーション基本提案書（Ｖ１．０）を策定する。

１．災害時の医療活動を支援する自治体向け災害医療アプリケーションと
　　ネットワークセキュリティのあり方に関する検討

３．ＥＨＲ（健康領域）情報を活用した住民サービスの向上を実現するアプリケー
　　ションサービスの検討

２．自治体を中心とした介護保険業務における地域情報プラットフォーム技術を
　　活用した効果的なアプリケーションサービスの検討

ネットワーク
セキュリティＰＴ

介護ネットワーク
サービスＰＴ

ＥＨＲ（健康領域）
ＰＴ
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プロジェクトの検討方針

１．災害医療におけるネットワークセキュリティの調査検討　（ネットワークセキュリティPT）
　　

　　（１）提案対象者：　都道府県、市町村関連部署
　

　　（２）今年度の提言内容
　　　　 ヒアリング等による現行の災害救急医療の現状把握、実証実験による災害現場でのＩＣＴ活用の
　　　　 利便性とセキュリティ対策のあり方について提言。

２．地域情報プラットフォーム技術を活用した介護ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽの検討　（介護ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽPT）
　

　　（１）提案対象者：　都道府県、国保連合会、市区町村の介護保険課
　

　　（２）今年度の提言内容
　　　　現行の介護サービス業務における紙ベースでの情報のやりとりをシステム連携させることによる効率化
　　　　　　　　　　　①介護事業者間のスムーズな情報連携による業務の効率化
　　　　　　　　　　　②保険者である市町村が、地域介護サービスの提供状況のモニタリングを実現

３．ＥＨＲ（健康領域）の情報連携の検討　（EHR（健康領域）PT）
　

　　（１）提案対象者：　地方公共団体（都道府県、市区町村）の｢首長｣・｢健康・医療・保健分野の総括部門｣、中央省庁
　

　　（２）今年度の提言内容

　　　　健康情報の電子的な活用は緒についたばかりであるため、今年度は健康情報活用による新たな価値を啓発する
　　　　　内容（先進事例による効果）と地方公共団体の現状と健康情報活用時の課題（アンケート）を重点に調査報告し、
　　　　　地方公共団体が中心となり地域の実情に合わせた「ＥＨＲ（生涯健康医療電子記録」の環境整備の促進について
　　　　　提言。　

医療・健康・福祉分野それぞれについてより専門的に検討する必要性があることから、３つの
プロジェクトチームを設置し、検討を進めた。

※ＥＨＲ： Electronic Health Records
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①提言内容の検討
②検証項目の検討
③実証実験内容の検討
④ヒアリング計画の策定

(1) 検討計画の策定

①実験の実施（次ページに掲載）
　　平成１８年１２月１２日三条市にて実施

　　　三条市職員、つくばメディカルセンター、
　　　兵庫県災害医療センターに協力頂いた

②関係者へのインタビュー
③インタビュー結果の分析

(2) 実証実験の実施

災害発生時のＮＷｾｷｭﾘﾃｨ
のあり方､流通させるべき情報、
課題
　

　①国立感染症研究所
　②兵庫県災害医療センター
　③厚生労働省医政局

(3) ヒアリングの実施

(4) 検討報告書の策定

ネットワークセキュリティＰＴの検討活動

①検討の概要

②災害医療における現状

③災害時に求められる伝送情報の種類と緊急度

④災害時の医療情報へのアクセスとセキュリティ

⑤災害医療システムに求められる課題と方策
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ネットワークセキュリティＰＴ　実証実験概要

Ａ地域イントラネット

後方支援病院後方支援病院BB

院内情報
連携サーバ

災害支援自治体災害支援自治体CC

JGNⅡ

救護基地（中核病院）救護基地（中核病院）

自治体（保健センター）自治体（保健センター）

自治体自治体

救護所（学校等）救護所（学校等） 住民宅住民宅

院内情報
連携サーバ

住民健診
DB

：映像情報
：保健、医療情報
：保健情報
：救助統計情報

災害発生災害発生!!!!

ヘリ搬送

震災被災地震災被災地
AA地域地域

災害医療
ポータル

－『災害時の専門医不足の解消ならびに保健医療情報の利活用モデル』－－『災害時の専門医不足の解消ならびに保健医療情報の利活用モデル』－
①【平常時】A地域の住民健診データを災害医療ポータルを介し保健センター保健センターや住民宅住民宅に配信し、住民のヘル

スアップ促進を図る。
～災害発生：災害医療ポータルは緊急モードに切替り、保健情報だけでなく医療情報も配信する～
②【災害時】被災者が担ぎこまれた救護所救護所のスタッフ（ボランティア、自治体職員等）へ救命基地や後方支援後方支援
病院病院BBの専門医がWEBカメラを通じて応急処置指導する。その際、災害医療ポータルを通じ、救護所スタッフ

は被災者情報（トリアージ、負傷状況の画像等）を送る。同様に、救命基地救命基地においても、専門医不足を補うた
め、WEBカメラを通じて被災していない他地域の後方支援病院後方支援病院BBが救護基地内の重症患者に対する手術等の
ヘルプサポートを行う。
③【災害時】救命基地に被災者が入りきらず、他地域の後方支援病院へ被災者をヘリ搬送する。その際、自治
体の指導の下、その被災者の救護基地で診断されたトリアージ情報や保健医療情報を後方支援病院に配信する。
④【災害時】災害支援自治体災害支援自治体CCは、Ａ自治体から現地の被災者統計情報を災害医療ポータルを通じ参照し、適
切な救助支援を行う。
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介護ネットワークサービスＰＴの検討活動

＃ 検討項目 検討方法 成果物

１ 現状調査

現状の介護サービスの全体像を1枚に整理し、全体を俯瞰する。 全体構成図

DFD（機能情報関連図）を用いて、介護サービスの主要な情報とそ
の流れを論理的に整理する。

DFD
（機能情報関連図）

ＢＰＭＮ（業務情報流れ図）を用いて、介護サービスの流れを、流
れ図で整理する。

BPMN
（業務情報流れ図）

２ 問題分析

上記ＤＦＤで整理した情報と機能を、電子か、紙かで区分し、再出
力・再入力の問題を洗い出す。

DFD’
（電子紙別DFD）
DFD’問題点整理表

上記BPMNで整理した流れ図で、主に時間関連の問題を洗い出す。 BPMN’
（問題マッピングBPMN）
BPMN’問題点整理表

情報の流れ、業務の流れ以外の介護サービスにおける問題点を
検討する。

情報の流れ、業務の流れ以外から抽出
した問題点整理表

３ 解決方法の検討 これまでの成果物をベースに、ネットワークを活用した解決案を検
討する。

サービス全体概要図

４
具体化検討：
市町村データ
分析方法

システム案を利用した介護給付適正化の分析方法検討（Web調査、
机上検討）

分析方法整理表

上記分析手法をたたき台に自治体にアンケートを行い、分析方法
の深堀を実施

アンケート
分析方法整理表

５ 具体化検討：
データ連携方法

厚生労働省やJAHIS等の業界団体と連携し、既存のデータ連携調
査を実施

データ連携調査表

調査結果より、データ連携方法案を検討 データ連携概要

６ まとめ 検討内容を報告書にまとめる 報告書

介護ネットワークプロジェクトでは、介護保険制度の全体像の把握と問題点の抽出を目的に現状調査を行い、
抽出した問題を分析し、解決方法を検討する。
また、解決方法の実現に向けて、課題と解決策を検討し、内容の具体化を行う。

<自治体アンケート>
９８自治体会員に発出
(12/22)
（都道府県４７、市町村５１）
回答数
都道府県２５、市町村４０
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介護ネットワークサービスＰＴの検討結果

１．検討の概要
　

　　（１）　検討の背景
　　（２）　介護ネットワークサービスプロジェクトの目的
　　（３）　実施項目と主な成果物
　　（４）　活動スケジュール

２．介護保険サービスの現状調査
　

　　（１）　現状の介護保険サービス全体像の把握
　　（２）　情報の流れに関する問題点の調査
　　（３）　業務の流れの冠する問題点の調査
　　（４）　情報の流れ、業務の流れ以外に関する問題点の調査
　　（５）　現状の介護サービスの課題検討

３．課題解決に向けたサービス・システムの検討
　

　　（１）　介護ネットワークサービスの検討
　　（２）　システムの検討

４．介護ネットワークサービスの実現に向けた検討
　

　　（１）　システム面の課題と解決策の検討
　　（２）　インフラに関する課題と解決策の検討
　　（３）　費用負担に関する課題と解決策の検討

５．今後の課題
　

　　（１）　詳細な調査・検討の実施
　　（２）　実証実験の実施
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ＥＨＲ（健康領域）ＰＴの検討活動

①提言内容の検討
②検証項目の検討
③アンケート実施計画の策定

(1) 検討計画の策定

①海外事例
②国内先進事例
③厚生労働省との意見交換
④内閣府との意見交換

(2) 情報収集作業と事例研究

①アンケートの策定
②アンケートの発出
③結果のとりまとめ、分析
④課題の抽出

(3)自治体アンケートの実施

(4) 報告書の策定

１．はじめに
　　　①活動の位置付け　②活動の背景　③活動の目的
２．ＥＨＲ（生涯健康医療電子記録）
　　　①概要　②意義
３．健康領域の情報化動向
　　　①国内動向　②海外動向
４．先進的な取組み事例
　　　①兵庫県加古川市　②静岡県　③兵庫県加東市
５．地方公共団体における現状の取組みと今後の課題
　　　①アンケート実施概要　②アンケート結果サマリー　
　　　③アンケート集計詳細　④課題の整理
６．ＥＨＲの実現に向けて
　　　①健康領域の公共アプリケーション　②ネットワーク基盤
　　　③政府への期待
７．Ｈ１９年度に向けて
　　　①ＥＨＲ公共アプリケーション提案書作成

<自治体アンケート>
２２７自治体会員に発出(12/22)
（都道府県４７、市町村１８０）
回答数
都道府県２１、市町村７１



28

ＥＨＲとは、住民が自分の生涯の健康・医療情報を自らが管理し、自らの健康管理・疾病予防・治療に活用する
情報環境である。強制される仕組みではなく、住民が自らの意思で利用できる選択性のシステム。扱う情報の
種別は、①健診情報　②レセプト情報（診療報酬請求書）　③診療情報（要約情報）　④介護・福祉情報であり、
住民が自らの意思でアクセスできる生涯健康医療情報デ－タベースと行政機関などが行政計画策定の際など
に使われる匿名化されたデータベースの２つの仕組みから構成される。

中核病院 クリニック

へき地診療
所

遠
隔

診
療

　

診療情報

医医 療療

薬局

薬在庫

医薬品卸

薬歴

薬薬

保険者健診機関

保健福祉保健福祉

フィットネス施設

健康食品産
業

（健康産業）（健康産業）
住民の安全・安心な健康生活

地域ネットワーク

住民の選択に基づき、いつで
も、どこでも、自分の生涯健
康医療情報の活用が可能。

サプリメント、健康食品

オーダメイドプログラム

診療情報
情報病歴

公共アプリケーション

地方公共団体などの情報管理センター

保健所

（健康情報）投薬情報

健診情報
ﾚｾﾌﾟﾄ情報

生涯健康医
療情報ＤＢ

匿名ＤＢ

ＥＨＲ（健康領域）とは
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医療・健康・福祉アプリケーション情報の関連図

ＥＨＲ（健康情報）アプリケーション

健診情報

診療情報(ｻﾏﾘｰ)
レセプト情報

健診・医療情報
　データベース

　　　　統計データの分析

　　　　　　
住民への有効情報の提供
健康サポート施策の展開

自治体
保健所

病院

介護支援情報

新規ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
　　　情　　報

便利で役に立つ質の高い住民サービスのタイムリーな享受

災害医療情報 ○○情報

介護ｻｰﾋﾞｽｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ
災害時医療支援
ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

新規ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

住　民

都道府県・国等

データ連携 データ連携 データ連携

匿名化された情報

ＷＧで検討する全てのアプリケーションはＥＨＲアプリケーションの情報を基に互いにデータ連携することを
前提に検討を進める。
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公共アプリケーションを活用した将来イメージ（医療例）

国国 自治体自治体 審査支払機関／医療保険者審査支払機関／医療保険者 医療機関医療機関

地域情報プラットフォーム地域情報プラットフォーム
公共ネットワーク公共ネットワーク

診療情報の共有

医療安全情報の共有

データの標準化

セキュリティ向上

アプリケーション機能の標準化

家庭・地域への情報提供 医療機関間情報共有

e-learning
遠隔カンファレンス 遠隔診断

医療機関情報

健康づくり情報
母子保健・学校保健と
医療の連携

行政事務の迅速化、医療政
策へのデータ提供効率化

事務効率化、診療データ収集・
分析業務効率化・診療連携

地域の特性に応じた　
医療計画策定

地域特性に合った健康医療情報の提供


